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１．事業概要

放射第３５線
〇練馬区豊玉中三丁目
～板橋区新河岸三丁目

〇延長 約８．５km

放射第３６号線
〇豊島区要町一丁目
～練馬区早宮一丁目

〇延長 約４．３㎞

今回評価区間
〇板橋区小茂根四丁目
～練馬区早宮二丁目

〇延長１，９７０m
〇幅員４０m～５０m

全 体 図

１

今回評価区間 Ｌ＝１９７０ｍ

放射第３５号線 Ｌ＝約8.5km

放射第３６号線 Ｌ＝約4.3km



１．事業概要
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板橋区小茂根四丁目～

練馬区早宮二丁目

今回評価区間 Ｌ＝１９７０m
（放射第35号線 L=３００m)
(放射第36号線 L=１６７０m）

凡 例
事業中

完成・概成
放射第35号線
放射第36号線

練馬駅

放射第３５号線
Ｌ＝約8.5km

放射第３６号線
Ｌ＝約4.3km

今回評価区間

要町駅

平和台駅



１．事業概要

本路線は、区部における放射方向の道路ネットワークを強化す
る重要な路線である。

本区間の整備により、区部北西部の道路ネットワークが形成さ
れ、渋滞の緩和と交通の円滑化が期待できる。また、電線類の
地中化や街路樹の植栽により、良好な都市景観を創出するとと
もに、地域の安全性、防災性の向上が期待できる。

事業の概要

事業期間

平成２３年度～令和５年度
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１．事業概要
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平面略図



１．事業概要

５

横断略図



１．事業概要

６

現況写真

起点側（環状第七号線側）終点側（補助第237号線側）

②①

②

①



１．事業概要
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現況写真

石神井川付近氷川台駅付近

④③

③



１．事業概要

経 緯

８

年 度 計画等

昭和４１年７月３０日 都市計画決定

平成２３年４月１２日 環境影響評価書公示

平成２３年１２月１日 事業認可取得

令和６年３月３１日 事業認可期間



２．社会経済情勢等の変化

社会経済情勢の変化

本路線周辺の平成２７年度の現況交通量は、平成２２年度と

比較しても、ほぼ横ばいとなっている。

現況自動車交通量【要町通り】（道路交通センサスによる）

平成２２年：１１，５６３台/１２ｈ

平成２７年：１１，０７３台/１２ｈ

９

交通センサス
観測地点

凡 例
事業中

完成・概成
放射第35号線
放射第36号線



１０

事業を取り巻く状況の変化

・令和元年８月 本路線周辺で練馬区まちづくり条例に基づく

重点地区まちづくり計画が定められている。

２．社会経済情勢等の変化

※放射36号線等沿道周辺（羽沢・桜台・氷川台・平和台・早宮）地区まちづくり計画 （練馬区HPより）



２．社会経済情勢等の変化

関連する他事業等の進捗状況の変化

１１

再評価区間 L=1.97km

新大宮バイパス（国施工） L=23.2km
(東京都練馬区北町～埼玉県さいたま市北区吉野町)
⇒昭和39年度に事業着手
⇒整備された区間から段階的に開通し、
平成7年2月に全線開通

放射第３５号線（都施工） L=1.33km
（練馬区早宮～北町）
⇒平成16年度に事業着手
⇒令和2年3月に環状第八号線から川越街道までの
平面部（ 1.1km・２車線）開通

⇒現在、環状第八号線との立体交差等を工事中

凡 例
事業中

完成・概成
放射第35号線
放射第36号線



３．事業の投資効果

•

定量的効果

現在価値化総便益額 １４０６．２億円

走行時間短縮便益 １３２５．０億円

走行経費減少便益 ８０．７億円

交通事故減少便益 ０．５億円

【便益（Ｂ）の算定】

現在価値化総費用額 ４８１．１億円

工事費 ４１．１億円

用地費 ４１６．１億円

維持管理費 ２３．９億円

【費用（Ｃ）の算定】

【費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算定】

Ｂ／Ｃ ＝ ２．９

•

１２

※費用便益分析マニュアル（国土交通省 平成30年2月）に基づき分析



３．事業の投資効果

定性的効果

１３

＜交通＞
・交通渋滞の解消
・物資流動円滑化への寄与
・鉄道駅アクセスの向上
・バスの定時性
・迂回交通の減少

＜景観＞
・都市景観の向上

＜防災＞
・緊急車両の走行
・災害時の避難路の確保
・延焼遮断

＜くらし＞
・公共施設へのアクセス向上
・土地利用の転換、高度化

＜安全＞
・交通事故の減少
・バリアフリー化
・自転車や歩行者のための空間確保



３．事業の投資効果

定性的効果
＜交通＞・交通渋滞の解消 ・迂回交通の減少
本区間の整備により、区部北西部の道路ネットワークが形成され、
渋滞の緩和と交通の円滑化が期待できる。

１４

現況（川越街道）

① ②

凡 例
事業中

完成・概成
放射第35号線
放射第36号線

現況（川越街道）



３．事業の投資効果

定性的効果

１５

＜景観＞・都市景観の向上
＜安全＞・自転車や歩行者のための空間確保

完成イメージ

歩道と自転車道を整備し、電線類を地中化することで、
快適で安全な歩行空間が確保され都市景観の向上が見込まれる。

現況（正久保通り）



定性的効果

１６

＜防災＞・災害時の避難路の確保

３．事業の投資効果

再評価区間 L=1,970ｍ

開進第一小学校、開進第一中学校、開進第四小学校、開進第四中学校は、
練馬区地域防災計画に基づく避難拠点に、
城北中央公園一帯は避難場所に指定されているため、災害時の避難路が確保される。

区立開進第一小学校

区立開進第一中学校

区立開進第四小学校

区立開進第四中学校

城北中央公園一帯

＜防災＞・災害時の避難路の確保



再評価区間 L=1,970ｍ

区立開進第一小学校

区立開進第一中学校

区立開進第四小学校

区立開進第四中学校

城北中央公園一帯

＜防災＞・災害時の避難路の確保

３．事業の投資効果

定性的効果

１７

＜くらし＞・公共施設へのアクセス向上

氷川台駅、城北中央公園、周辺学校施設へのアクセス性が向上が見込まれる。

氷川台駅



４．事業の進捗状況

•

事業費の執行状況

用 地 費 工 事 費 合 計

全体事業費 ４３,１１５百万円 ４，２５５百万円 ４７，３７０百万円

執 行 済 額 １９,４６１百万円 ２２４百万円 １９，６８５百万円

執 行 率 ４５．１％ ５．３％ ４１．６％

用地取得状況

取得予定面積
（Ａ）

既取得面積
（Ｂ）

用地取得率
（Ｂ／Ａ）

６０，２４２㎡ ４４，６８８㎡ ７４．２％

１８

（Ｒ１年度末時点）



４．事業の進捗状況

一定期間を要した背景等

・本事業は、現道のない新設道路の整備箇所があり、また、路線
延長が長く地権者が多いことから用地取得に時間を要している。

１９

事業の進捗状況・残事業の内容

・周辺住民の当該事業に関する理解も得られている中で、未取得
用地の早期更地化を目指し、折衝を進めている。

・現在、橋梁下部工事が契約済みであり、着手するための準備を
進めている。

・引き続き、橋梁工事を進めるとともに、工事可能な箇所から

街路築造工事や電線共同溝設置工事に着手していく。



５．事業の進捗の見込み

２０

橋梁工事

現況（搬入路工事箇所）現況（橋梁工事箇所）



５．事業の進捗の見込み

今後の事業の進捗見込み

・引き続き、関係人の理解を得ながら用地取得を進める。

・引き続き、橋梁工事を進めるとともに、工事可能な箇所から

街路築造工事や電線共同溝設置工事に着手していく。

２１現況（環状第七号線付近）



６．コスト縮減等

新工法、事業手法、施設規模等の見直しの可能性

・橋梁工事については、コスト比較を行った上、最も経済的なものを
採用しており、工事に着手しているため、新工法、事業手法、施設
規模等を見直す可能性はない。

・その他については、一般的な街路築造工事であるため、施工にあ
たって、新工法、事業手法、施設規模等を見直す可能性は極めて
少ない。

・施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使用を行っ
ていく。

２２

コスト縮減の取組



７．対応方針（原案）

• 本路線は、区部における放射方向の道路ネットワーク
を強化する重要な路線である。

• 本区間の整備により、区部北西部の道路ネットワーク
が形成され、渋滞の緩和と交通の円滑化が期待できる。
また、電線類の地中化や街路樹の植栽により、良好な
都市景観を創出するとともに、地域の安全性、防災性
の向上が期待できる。

• 中止の場合は、事業効果を発現できないだけでなく、
これまでの投資に見合った整備効果も得られなくなる。

２３継 続


